
議案第７号

令和６年度渋川市一般会計補正予算（第８号）

令和６年度渋川市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５１５，９６８千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３８，６９７，０２０千円と

する。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。

令和７年１月２１日提出

渋川市長 髙 木 勉









（追加） （単位：千円）

款 項 金　額

３　民生費 １　社会福祉費 277,562

277,562

補　正　前

794,789

第　　２　　表　　　　　繰　　越　　明　　許　　費　　補　　正　

事　業　名

物価高騰対策生活支援事業

小　　　　計

補　正　後

合　　　計 1,072,351

















































１　特別職

（単位：千円）

4.60

その他の
特別職

74 26,829 26,829 26,829

計 95 106,154 26,700 46,414 179 179,447 28,169 207,616

4.45

4.50

その他の
特別職

74 26,829 26,829 26,829

計 95 106,154 26,700 45,424 179 178,457 28,154 206,611

長   等 256 256 15 271

議   員 734 734 734

その他の
特別職

計 990 990 15 1,005

給　　　与　　　費　　　 　　　明　　　細　　　書

給　　　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　費

長   等 3 26,700 11,473 179 38,352 5,151 43,503

区　　　　　分
人
数
（人）

共済費 合　　計 備　　　　　　　　　考
報　　酬 給　　料

期末手当
地域手当

寒冷地
手　当

その他
の手当

計
年間支給率
（月分）

・期末手当
　改定（４．４５月→４．５５月）

4.55

議   員 18 79,325 34,941 114,266 23,018 137,284

・期末手当
　改定（４．５０月→４．６０月）

長   等 3 26,700 11,217 179 38,096 5,136

比　　較

補 正 後

補 正 前

43,232

議   員 18 79,325 34,207 113,532 23,018 136,550



２　一般職

　　（１）　総　括 （単位：千円）

注　（　 ）内は、再任用短時間勤務職員及び、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務
 　時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きで記載

（単位：千円）

　　　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

※　共済費は、市町村共済組合追加費用を含んだ額
注　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算基礎になったものについて
   記載、（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計
（683）
673 900,391 2,689,186 2,193,086 5,782,663 1,000,539 6,783,202

（682）
673 817,901 2,621,857 2,123,858 5,563,616 987,782 6,551,398

（ 1 ）
82,490 67,329 69,228 219,047 12,757 231,804

区　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時 間 外 勤 務
手 当

補正後 75,404 41,703 38,734 1,005 131,213
補正前 75,404 41,703 38,734 1,005 131,213
比　 較

区　分
休 日 勤 務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

補正後 2,250 1,083 89,989 691,662 534,528
補正前 2,250 1,083 89,989 656,806 509,144
比　 較 34,856 25,384

区　分 退 職 手 当
管理職員特別
勤 務 手 当

夜 勤 手 当 地 域 手 当
単 身 赴 任
手 当

補正後 440,187 1,749 86,320
補正前 440,187 1,749 84,302
比　 較 2,018

給　　　与　　　費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（ 35 ）
673 2,689,186 2,055,729 4,744,915 873,435 5,618,350

（ 35 ）
673 2,621,857 2,000,693 4,622,550 863,424 5,485,974

（     ）
67,329 55,036 122,365 10,011 132,376

区　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時 間 外 勤 務
手 当

補正後 75,404 41,703 38,734 1,005 131,213
補正前 75,404 41,703 38,734 1,005 131,213
比　 較

区　分
休 日 勤 務
手 当

宿 日 直
手 当

管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当

補正後 2,250 1,083 89,989 611,564 534,528
補正前 2,250 1,083 89,989 583,930 509,144
比　 較 27,634 25,384

比　 較 2,018

区　分 退 職 手 当
管理職員特別
勤 務 手 当

夜 勤 手 当 地 域 手 当
単 身 赴 任
手 当

補正後 440,187 1,749 86,320
補正前 440,187 1,749 84,302

区　分
職員数
（人）

共済費 合　　計 備考

補正後

補正前

比　 較

区　分
職員数
（人）

共済費 合　　計 備考

補正後

補正前

比　 較

（単位：千円）

職員手当
内訳

職員手当
内訳



　　（１）　総　括　　　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

注　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算基礎になったものについて記載

   　会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める

　 職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きで記載

（単位：千円）

　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

注　給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算基礎になったものについて記載
 　（（３）給料及び職員手当の状況において同じ）

　　（３）　給料及び職員手当の状況

　　　期末手当・勤勉手当

　注　（　　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きで記載

（647）
817,901 123,165 941,066 124,358 1,065,424

（ 1 ）
82,490 14,192 96,682 2,746 99,428

区　分 期 末 手 当 勤 勉 手 当

補正後 80,098 57,259
補正前 72,876 50,289
比　 較 7,222 6,970

区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　明 備考

給与改定に伴う増加分 67,329

制度改正に伴う増加分 55,036
期末手当 2.45月 → 2.5月
勤勉手当 2.05月 → 2.1月
地域手当の増

支給期別支給率

６月（月分） １２月（月分）

( 1.175 ) ( 1.225 ) ( 2.40 )

2.250 2.350 4.60

( 1.175 ) ( 1.175 ) ( 2.35 )

2.250 2.250 4.50

( 1.175 ) ( 1.225 ) ( 2.40 )

2.250 2.350 4.60

区　分
職員数
（人）

共済費 合　　計 備考

補正後
900,391 137,357 1,037,748 127,104 1,164,852

給　　　与　　　費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

（648）

国の制度 有

区　分
支給率計
（月分）

職制上の段階、職務の級等
による加算措置

備　考

補正後 有

補正前 有

補正前

比　 較

職員手当
内訳

給　　料 67,329

職員手当 55,036



議案第７号　参考資料

款 項 繰越明許費額 概　　要 開札日等 当初工期等 変更後工期等 請負業者 繰越しとなる理由 完了予定

千円

3 1 277,562

・住民税非
課税世帯に
対して、1世
帯当たり3万
円を給付
・住民税非
課税世帯に
対する給付
の加算とし
て、18歳以
下の児童1
人当たり2万
円を給付

－ － － －

・国の令和6年
度補正予算（第
1号）に対応した
事業であり、1月
補正で予算措
置された後の事
業着手となるた
め

令和7年
7月31日

令和６年度１月補正予算　一般会計　繰越明許費事業一覧

事  業  名　等

物価高騰対策
生活支援事業


